
事業場における障害者就労状況事業場における障害者就労状況
査査に関する調査に関する調査

研究代表者研究代表者 新潟産業保健推進センター所長新潟産業保健推進センター所長 興梠興梠 建郎建郎

共同研究者共同研究者 同産業保健相談員同産業保健相談員((産業保健産業保健)) 中平中平 浩人浩人共同研究者共同研究者 同産業保健相談員同産業保健相談員((産業保健産業保健)) 中平中平 浩人浩人

研究協力者研究協力者 清野清野 貴之貴之



背背 景景

障害者雇用促進法は、障害者雇用促進法は、ﾉｰﾏﾗｲｾﾞｰｼｮﾝﾉｰﾏﾗｲｾﾞｰｼｮﾝの理念の理念

の下 障害者の雇用対策を総合的に推進するの下 障害者の雇用対策を総合的に推進するの下、障害者の雇用対策を総合的に推進するの下、障害者の雇用対策を総合的に推進する

ため、障害者雇用の促進等の措置、職業ため、障害者雇用の促進等の措置、職業ﾘﾊﾋﾞﾘﾊﾋﾞ、障 促 、職、障 促 、職

ﾘﾃｰｼｮﾝﾘﾃｰｼｮﾝの措置等を通じて、障害者の職業の安の措置等を通じて、障害者の職業の安

定を図ることを目的としている定を図ることを目的としている定を図ることを目的としている定を図ることを目的としている。。

近年、障害者の社会参加の意識が高まると近年、障害者の社会参加の意識が高まると

ともに、事業場による障害者のともに、事業場による障害者の就労就労が進んでが進んで

いる状況であるが 次第に課題が浮き彫りにいる状況であるが 次第に課題が浮き彫りにいる状況であるが、次第に課題が浮き彫りにいる状況であるが、次第に課題が浮き彫りに

されつつあるされつつある。。
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目目 的的

障害者障害者就労の就労の継続継続にはには事業場の配慮が事業場の配慮が必要必要

でありであり 就業形態就業形態等の等の障害者のニ ズ障害者のニ ズをを踏ま踏までありであり、就業形態、就業形態等の等の障害者のニーズ障害者のニーズをを踏ま踏ま

え障害者雇用を展開していく時期にある。え障害者雇用を展開していく時期にある。まま

害 が害 がた、た、中小中小規模事業場規模事業場ににおけおける障害者雇用がる障害者雇用が課課

題で題である。ある。

本研究は、障害者雇用率制度、障害者雇用本研究は、障害者雇用率制度、障害者雇用

納付金制度 その他障害者雇用に関する支援納付金制度 その他障害者雇用に関する支援納付金制度、その他障害者雇用に関する支援納付金制度、その他障害者雇用に関する支援

策等について、事業者から収集したデータを策等について、事業者から収集したデータを

解析し 今後検討すべき課題を明らかにする解析し 今後検討すべき課題を明らかにする解析し、今後検討すべき課題を明らかにする解析し、今後検討すべき課題を明らかにする

ことを目的とした。ことを目的とした。

33



方方 法法
1.1. 対象対象事業場事業場

新潟新潟県内の４労働基準協会県内の４労働基準協会((新潟、長岡新潟、長岡、三条、、三条、新潟新潟県内の４労働基準協会県内の４労働基準協会((新潟、長岡新潟、長岡、三条、、三条、
新発田新発田))登録の登録の4,0254,025事業場事業場

22 標本標本抽出抽出22. . 標本標本抽出抽出
登録上従業員数上、登録上従業員数上、 ①①5050人未満人未満 ②②5050～～300300人人
③③301301人以上人以上に分けに分け 100100事業場ずつ無作為抽出事業場ずつ無作為抽出③③301301人以上人以上に分け、に分け、100100事業場ずつ無作為抽出事業場ずつ無作為抽出

3. 3. 調査方法調査方法
H21.11H21.11～～1212にに調査票を調査票を送付送付し郵送で回収した。し郵送で回収した。

44 倫理的配慮倫理的配慮4. 4. 倫理的配慮倫理的配慮

産業保健調査研究倫理審査委員会で承認産業保健調査研究倫理審査委員会で承認
自由回答・無記名自由回答・無記名
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自由回答 無記名自由回答 無記名



結結 果果

1.1. 回答事業場回答事業場
住所不明の住所不明の11事業場を除く事業場を除く299299事業場のうち事業場のうち住所不明の住所不明の11事業場を除く事業場を除く299299事業場のうち事業場のうち
245245事業場が回答事業場が回答((回答率回答率81.981.9%)%)した。した。
有効回答率は有効回答率は100 0%100 0%であ たであ た有効回答率は有効回答率は100.0%100.0%であった。であった。

2. 2. 回答事業場の業種回答事業場の業種
1133以上以上のの業種業種1133以上以上のの業種業種
①製造業①製造業 37.237.2％％ ②農林水産②農林水産15.1%15.1%
③卸売③卸売・小売・小売14 614 6％％ ④運輸④運輸 8 88 8％％③卸売③卸売 小売小売14.614.6％％ ④運輸④運輸 8.88.8％％
⑤サービス⑤サービス 7.97.9％％ ⑥医療福祉⑥医療福祉 4.64.6％％
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33 規模別回答規模別回答事業場事業場数数3. 3. 規模別回答規模別回答事業場事業場数数

表1 規模別回答事業場数

常用労働者数常用労働者数 事業場数事業場数 ％％

表1．規模別回答事業場数

4949名以下名以下 8181 33.933.9

5050 300300名名 7676 31 831 85050～～300300名名 7676 31.831.8

301301名以上名以上 8282 34.334.3301301名以上名以上 8282 34.334.3

計計 239239 100.0100.0
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４４.. 障害者障害者就労就労
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図1 障害者就労の有無 (全事業場 n＝239）
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図1. 障害者就労の有無 (全事業場 n＝239）



５５. . 事業場規模別事業場規模別 障害者障害者就労就労
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88(p<0.001）

図2. 事業場規模別 障害者就労の有無



６６. . 障害者就労の導入理由障害者就労の導入理由
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図3. 障害者就労導入の理由



７７. . 障害者就労を導入しない理由障害者就労を導入しない理由
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８８..障害者雇用の配慮事項障害者雇用の配慮事項

表2．障害者の作業環境、作業方法、作業時間等への配慮

全事業場 49人以下 50～300人 301人以上

配慮 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％配慮 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％ 事業場数 ％

している 109 80.7 4 44.4 33 73.3 72 88.9

していない 26 19.3 5 55.6 12 26.7 9 11.1

計 135 100.0 9 100.0 45 100.0 81 100.0

p<0.001
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９９..障害者雇用関連事項の理解度障害者雇用関連事項の理解度
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図5．障害者雇用促進法の知識 (全事業場 n=239)
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図5．障害者雇用促進法の知識 (全事業場 n 239)
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図6．法定障害者雇用率の把握 (全事業場 n 239)
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図7． 障害者雇用納付金の知識 (全事業場 n 239)
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1.地域障害者職業センター p = 0.001 2.障害者就業・生活支援センター p < 0.001
3.「精神障害者総合雇用支援」 p = 0.120 4.在宅就業障害者支援制度 p = 0.230
5 ジョブコ チ助成金 p < 0 001 6 特例調整金 特例報奨金 p < 0 001

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

5.ジョブコーチ助成金 p < 0.001 6.特例調整金・特例報奨金 p < 0.001
7.グループ就労訓練助成金 p = 0.782 8.障害者作業施設設置等助成金 p = 0.006
9.重度障害者介助等助成金 p = 0.001
10.重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金 p = 0.094

図8 障害者雇用関連事項の知識ある割合

p
11.在宅勤務障害者の雇用管理・業務管理を行う在宅勤務ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置・委嘱への助成金 p = 0.307
12.職場介助者の継続的配置・継続的委嘱への助成金 p = 0.016
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図8．障害者雇用関連事項の知識ある割合
(雇用有 n=136、 雇用無 n=103)



10.10.今後の障害者今後の障害者就労就労についてについて
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1.国の中小企業に対する雇用支援 2.雇用する事業場に対する相談体制国 中 業 す 雇用支援 雇用す 事業場 す 相談体制
3.地域の就労支援機関との関係強化 4.中小企業に対する周知啓発・教育
5.障害者就業・生活支援センターの増設 6.地域障害者職業センターの役割強化
7.ジョブコーチのスキル・能力向上 8.高等教育機関での職業リハビリテーション教育
9障害者雇用義務制度の見直し 10障害者雇用納付金制度の見直し9.障害者雇用義務制度の見直し 10.障害者雇用納付金制度の見直し
11.障害者雇用率を上げる 12.障害者雇用率を下げる
13.障害者雇用納付金を上げる 14.「トライアル雇用」によるきっかけづくりの拡大
15.各種助成金制度の拡大 16.その他

1616図9．今後の障害者就労に必要な事項(全事業場 n=239)



結果のまとめ結果のまとめ
１） 300人規模以下の事業場は障害者雇用に積極的で

ない 事業場規模が大きくなるほど 障害者雇用ない。事業場規模が大きくなるほど、障害者雇用

を社会的問題として捉えていた。

２） 雇用障害者が正規雇用である割合は6割程度に止２） 雇用障害者が正規雇用である割合は6割程度に止

まり、大規模事業場ほど低かった。

３） 障害者雇用促進法はよく周知されていたが 小規３） 障害者雇用促進法はよく周知されていたが、小規

模事業場ほど知識が薄かった。

） 助成金全般 渡 知 あ た４） 助成金全般に渡り、周知不足であった。

５) 事業場は、採用し易い障害者雇用制度への改善、

支援・助成制度の拡充及びその一層の周知を求め

ている。
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今後検討すべき課題今後検討すべき課題

今後、障害者就労の対象事業場が拡大していく中、

障害者雇用に比較的積極的でない中小規模事業場に対障害者雇用に比較的積極的でない中小規模事業場に対

する国の雇用支援が重要である。

まず 中小規模事業場に対する周知啓発 教育を積まず、中小規模事業場に対する周知啓発・教育を積

極的に進め、雇用する事業場に対する相談体制を整え

る必要がある。さらに、地域の就労支援機関との関係

強化を図ることが求められる。

経済的余裕のない中小規模事業場において障害者就

労を促進するべく、障害者に適した仕事づくりや障害労を促進するべく、障害者に適した仕事づくりや障害

者就労に適した施設・設備の設置を助成する各種制度

の充実が期待されるの充実が期待される。
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